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2026 年 1 月 21 日 
各 位 

会 社 名  Atlas Technologies 株式会社 

代表者名  代表取締役社長 山本 浩司 

（コード番号：9563 東証グロース市場） 

問合せ先  コーポレート本部 執行役員 高橋 みのり 

（TEL 03-6821-1612） 

業績予想の修正、次期業績予想、及び中期経営計画の財務計画取り下げに関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において2025年２月14日に公表した2025年12月期通期連結業績予想の修

正、次期（2026年12月期）連結業績予想、及び中期経営計画（2025年12月期から2028年12月期までの4年

間）の財務計画取り下げについて決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．業績予想の修正について 

（１）2025年12月期通期連結業績予想の修正（2025年１月１日～2025年12月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主
に帰属する
当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円銭 

前回発表予想（A） 2,378 30 30 31 4.20 

今回発表予想（B） 2,280 8 21 16 2.27 

増減額（B-A） △ 97 △ 21 △ 8 △ 14   

増減率（％） △ 4.1 △ 70.4 △ 28.7 △ 45.4   

（ご参考）前期実績 

（2024年12月期） 
2,120 △ 382 △ 373 △ 852 △ 115.61 

 

（２）業績予想修正の理由 

当社は、Fintech領域に特化したコンサルティンググループとして、国内外で高付加価値サー

ビスを提供し、プロジェクト支援実績を積み上げてまいりました。その中で、祖業であります

「決済」分野の収益貢献は堅調に推移し、財務規律を見極めた販管費の効率化を推進するなど

が奏功し、2025年12月期第3四半期ならびに第4四半期においては着実に利益を積み上げ、通期

における黒字化を達成いたしました。しかしながら、2024年12月期より立ち上げが本格化した

「銀行・保険・証券・ITリスク・セキュリティ」分野における収益貢献が想定を下回ったこと

による影響から、売上高及び各段階利益において当初発表いたしました業績予想を修正いたし

ます。 
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２．次期業績予想について 

（１）2026年12月期連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主
に帰属する
当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円銭 

2026年12月期 
(第２四半期(累計)) 

1,176 33 33 21 2.85 

2026年12月期 
（通期） 

2,400 60 60 40 5.38 

 

（２）次期業績の見通し 

2026年12月期においては、引き続きコンサルティングサービスの高付加価値化を推進してま

いります。プロジェクトの受注獲得を着実に積み重ね、継続して安定的に利益を生み出すフェ

ーズへと移行し、通期黒字化となる2025年12月期と比較して増収増益となる見込みであります。 

当社は、引き続き株主価値の最大化に向けて最善を尽くすとともに、経営環境の変化に応じ

た適切な情報開示に努めてまいります。 

 

３．中期経営計画の財務計画取り下げについて 

（１）取り下げの理由 

当社は、2024年8月14日に2028年12月期を最終年度とする中期経営計画を公表し、その達成

に向け取り組んでまいりました。 

しかしながら、2025年12月期の業績予想を修正したことと、2026年12月期業績予想を踏まえ、

最終年度に至るまでの定量的な要素についても見直しが必要であると判断し、中期経営計画の

財務計画を取り下げることといたしました。 

なお、中期経営計画に掲げている事業成長戦略等については変更ありません。 

 

（２）今後について 

当社は2026年以降も中期経営計画に掲げる「収益性を伴った事業成長」に向けて、「①サー

ビスの拡大と高付加価値化」「②優秀な人材の採用と育成」「③クライアントの獲得と深耕」

により一層注力して取り組んでまいります。 

これらの戦略のもと、2026年12月期においては祖業であります「決済」分野では引き続き収

益貢献が堅調に推移していくことを見込んでおります。一方で、2024年12月期より立ち上げが

本格化した「銀行・保険・証券・ITリスク・セキュリティ」分野については、2025年12月期に

おけるパイプライン構築やプロジェクト受注の進捗状況を踏まえて着実に収益貢献していくこ

とを予想に組み込んでおります。また、販管費等については、財務規律を見極めた効率化を継

続し、収益の進捗状況や外部環境の変化に対して機動的かつ最適な投資判断を実施してまいり

ます。 

なお、新たな中期経営計画の財務計画につきましては、当社を取り巻く昨今の事業環境等を

総合的に勘案し、合理的に策定できるようになった時点で速やかに公表する予定であります。 

 

 

※本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。 

 

以上 


